
なお、令和8年4月1日以後に開始する事業年度から防衛特別法人税が課されます。

区 分

税 率

平30.4.1から平31.3.31
までの間に開始する事
業年度

平31.4.1から令7.3.31ま
での間に開始する事業
年度

令7.4.1以降に開始する
事業年度

普
通
法
人

中小法人
年800万円以下の部分

下記以外の法人 15% 同左 15％（17％（注２））

適用除外事業者（注1） － 19% 同左

年800万円超の部分 23.2% 同左 同左

中小法人以外の法人 23.2% 同左 同左

公
益
法
人
等

・�公益社団（財団）法人 
・非営利型法人 
・�公益法人等とみなさ
れているもの

年800万円以下の部分 15% 同左 15％（17％（注２））

年800万円超の部分 23.2% 同左 同左

上記以外の公益法
人等

年800万円以下の部分 15% 同左 15％（17％（注２））

年800万円超の部分 19% 同左 同左

協同組合等

年800万円以下の部分 15%【16%】 同左 15％（17％（注２））

年800万円超の部分 19%【20%】 同左 同左

特定の協同組合等の年10億円超の部分 22% 同左 同左

人格のない社団等
年800万円以下の部分 15% 同左 15％（17％（注２））

年800万円超の部分 23.2% 同左 同左

特定医療法人
年800万円以下の部分

下記以外の法人 15%【16%】 同左 15％（17％（注２））

適用除外事業者（注1） － 19%【20%】 同左

年800万円超の部分 19%【20%】 同左 同左

【  】は、協同組合又は特定医療法人が連結親法人である場合の税率を表します。(ただし、令和4年3月31日までの間に開始する事業年度に限ります。)

（注1）適用除外事業者とは、その事業年度開始の日前3年以内に終了した各事業年度の所得金額の年平均額が15億円を超える法人等をいいます。

（注2）所得金額が10億円を超える事業年度については、年800万円以下の部分に適用される税率は17％になります。」

●防衛特別法人税
課税標準法人税額×4％－税額控除
課税事業年度
　　令和8年4月1日以後に開始する事業年度から適用
課税標準法人税額
　　�防衛特別法人税の課税標準は、各課税事業年度の課税標準法人税額とされており、各課税

事業年度の基準法人税額（所得税額や外国税額の控除前の法人税額）から500万円を控除
した金額とされています。

税額控除
　　外国税額の控除
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なお、令和8年4月1日以後に開始する事業年度から防衛特別法人税が課されます。
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